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　（総則）

第１条　令和５年度猪苗代町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　給水戸数　　　　　　　　　　　５，４９０戸

（２）　年間総給水量　　 　 　１，６８４，４９８㎥

（３）　一日平均給水量　　　　　　　　４，６１５㎥

（４）　主要な建設改良事業　　配水施設改良事業　　１８１，８００千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　３５７，９２５千円

　第１項　営業収益 　　　　３２７，８３９千円

　第２項　営業外収益 　　　　　３０，０８６千円

　　　　３４８，３９２千円

　第１項　営業費用 　　　　３３３，９８６千円

　第２項　営業外費用 　　　　　１０，４０６千円

　第３項　特別損失 　　　　　　１，０００千円

　第４項　予備費 　　　　　　３，０００千円

　（資本的収入及び支出）

６千円、当年度分損益勘定留保資金１０４，９１４千円、建設改良積立金４８，

８２０千円で補填するものとする。）。

　　　　　５７，９５３千円

　第１項　負担金 　　　　　１７，９５３千円

　第２項　企業債 　　　　　４０，０００千円

　第１款　水道事業費用

議案第２３号

令和５年度　猪苗代町水道事業会計予算

収　　　　　　入

支　　　　　　出

　第１款　水道事業収益

－上水１－　

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対して不足する額１７３，７１７千円は、過年度分損益勘定留保資

金３，７５７千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６，２２

収　　　　　　入

　第１款　資本的収入





　第１款　資本的支出

　第１項　建設改良費

　第２項　企業債償還金

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。

　　　（単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率

水道事業 40,000 証書借入

　 年５％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金、地
方公共団体金融機
構資金及び銀行等
資金について、利
率の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の利
率）

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）　第１款水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用、第３

　　　項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

（１）　職員給与費　　　　　７３，２１７千円

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産購入限度額は、３，０００千円と定める。

令和５年３月７日提出

　　猪苗代町長　　前　後　　公

支　　　　　　出

償還の方法

　政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の場
合にはその債権者と協定すると
ころによる。ただし、企業財政
の都合により繰上償還をし、又
は低利に借換えをすることがで
きるものとする。

－上水２－　

　　　　　２３１，６７０千円

　　　　　１８４，８００千円

　　　　　　４６，８７０千円
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（収入の部） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

1.水道事業収益 357,925

1.営業収益 327,839

1.給水収益 304,345 水道料金

2.受託工事収益 4,350 修繕等工事受託収益

3.その他営業収
益

19,144 他会計負担金・加入金

2.営業外収益 30,086

1.受取利息及び
配当金

19 預金利息

2.雑収益 30 不用品売却収益

3.他会計負担金 1,797 企業債支払利息分

4.長期前受金戻
入

28,240 長期前受金戻入

令和５年度　猪苗代町水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び支出）

－上水６－



（支出の部） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

1.水道事業費用 348,392

1.営業費用 333,986

1.原水及び配水
費

131,651
取水・配水設備送水装置
等の費用

2.受託工事費 170
修繕等受託工事に要する
費用

3.総係費 66,455
料金調定、検針等事務全
般の費用

4.減価償却費 130,144 有形固定資産減価償却費

5.資産減耗費 3,010 資産減耗費

6.消火栓維持管
理費

2,546 消火栓の維持管理費用

7.その他営業費
用

10 材料売却原価

2.営業外費用 10,406

1.支払利息及び
企業債取扱諸費

5,396 企業債償還利息

2.雑支出 10 不用品売却原価

3.消費税 5,000 消費税及び地方消費税

3.特別損失 1,000

1.過年度損益修
正損

1,000 過年度分還付金等

4.予備費 3,000

1.予備費 3,000 予備費

－上水７－



（収入の部） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

1.資本的収入 57,953

1.負担金 17,953

1.工事負担金 8,250 工事負担金

2.開発負担金 3,343 水道水源開発負担金

3.他会計負担金 6,360
統合前の簡易水道事業の
建設改良に要する負担金

2.企業債 40,000

1.企業債 40,000 水道事業債

（支出の部） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

1.資本的支出 231,670

1.建設改良費 184,800

1.固定資産購入
費

3,000 機械及び装置

2.配水施設改良
費

181,800
配水管布設替測量設計委
託及び工事

2.企業債償還金 46,870

1.企業債償還金 46,870 企業債償還金

－上水８－

（資本的収入及び支出）



（単位：千円）

　 　

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

　1.当期純損失 1,538

　2.キャッシュ・フローへの調整額 　

　　減価償却費 129,847

　　固定資産除却費 1,500

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 175

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

　　その他引当金の増減額（△は減少） 120

　　長期前受金戻入額 △ 28,241

　　特別損失 0

　　未収金の増減額（△は増加） △ 3,505

　　未払金の増減額（△は減少） △ 4,728

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 0

　　その他流動資産の増減額（△は増加） 10,383

　　その他流動負債の増減額（△は減少） 0

　　受取利息及び受取配当金 △ 19

　　支払利息及び企業債取扱諸費 5,396

　　小計 109,390

　　受取利息及び受取配当金 19

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 5,396

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 104,013

　 　

　 　

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 　

　　有形固定資産の取得による支出 △ 197,570

　　固定資産補助金等による収入 11,593

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 185,977

　 　

　 　

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 　

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 40,000

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 46,870

　　他会計からの出資による収入 6,360

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 509

　 　

　 　

　 　

資金に係る換算差額 　

資金増加額（又は減少額） △ 82,473

資金期首残高 635,157

資金期末残高 552,684

　 　

　 　

令和５年度　猪苗代町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

－上水９－

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）



一般職（全体）

（１）総括

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

（　　）

14 9

（　　）

（　　）

14 9

（　　）

12 10

（　　）

（　　）

12 10

（　　）

2 △ 1

（　　）

（　　）

2 △ 1

本年度 876 0 474 80 516 60 1,860

前年度 1,254 0 459 80 516 60 1,925

比　較 △ 378 0 15 0 0 0 △ 65

本年度 960 6,756 3,915 443 0 4,902

前年度 1,140 5,897 3,718 771 0 5,162

比  較 △ 180 859 197 △ 328 0 △ 260

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当りの通

常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

宿日直
手当

職員退職手
当負担金

―　上水１０　―

手当の
内　訳

区分 児童手当 期末手当 勤勉手当
寒冷地
手当

3,725

手当の
内　訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特
別勤務手当

時間外勤務
手当

合計 5,154 △ 1,889 △ 140 3,125 600

69,612

比
　
較

損益勘定
支弁職員 5,154 △ 1,889 △ 140 3,125 600 3,725

資本勘定
支弁職員

合計 109 37,668 20,982 58,759

69,612

資本勘定
支弁職員

61,884 11,453 73,337

前
年
度

損益勘定
支弁職員 109 37,668 20,982 58,759 10,853

本
年
度

合計 5,263 35,779 20,842

10,853

11,453 73,337

資本勘定
支弁職員

損益勘定
支弁職員 5,263 35,779 20,842 61,884

給　与　費　明　細　書

単位：千円

区  分
職員数 給    与    費 法　定

福利費
合計



（１）　総括

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

（　　）

12 7

（　　）

（　　）

12 7

（　　）

12 7

（　　）

（　　）

12 7

（　　）

0 0

（　　）

（　　）

0 0

本年度 876 0 385 80 516 60 1,650

前年度 1,254 0 379 80 516 60 1,650

比　較 △ 378 0 6 0 0 0 0

本年度 840 4,496 3,915 443 0 4,075

前年度 1,020 4,342 3,718 771 0 4,074

比  較 △ 180 154 197 △ 328 0 1

　（　）内は、短時間勤務職員

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額 備考

0

195 195

△ 183

昇給等に伴う増加分 △ 187

△ 347

通勤手当改正による増減 6

人事異動等による増減

―　上水１１　―

職員手当 △ 528

給与改定に伴う増減分 0

その他増減分 △ 528

4名

その他増減分 △ 183

人事異動による増減

報　酬 0 その他増減分 0

給　料 12

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

備考　１

単位：千円

区分 増減事由別内訳 説　　　明

手当の
内　訳

区分 児童手当 期末手当 勤勉手当
寒冷地
手当

合計 0 12 △ 528 △ 516 252

宿日直
手当

職員退職手当
負担金

手当の
内　訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特別

勤務手当
時間外勤務

手当

56,532

比
　
較

損益勘定
支弁職員 0 12 △ 528 △ 516 252 △ 264

資本勘定
支弁職員

合計 109 29,728 17,864 47,701 8,831

前
年
度

△ 264

56,532

資本勘定
支弁職員

47,185 9,083 56,268

損益勘定
支弁職員 109 29,728 17,864 47,701 8,831

一般職（会計年度任用職員以外の職員）

単位：千円

区  分
職員数 給    与    費 法　定

福利費
合計

本
年
度

損益勘定
支弁職員 109 29,740 17,336 47,185

合計 109 29,740 17,336

9,083 56,268

資本勘定
支弁職員



（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 単位：円

　　イ　初任給 単位：円

　　ウ　級別職員数

―　上水１２　―

令和４年１月１日
現在

計
(　　　) (　　　)

計
(　　　) (　　　)

7 100.0 0 0.0

1 14.3

１　級
(　　　) (　　　)

１　級

3 42.8

２　級
(　　　) (　　　)

２　級

2 28.6

３　級
(　　　) (　　　)

３　級

1 14.3

４　級
(　　　) (　　　)

４　級

５　級
(　　　) (　　　)

５　級

100.0 0 0.0

６　級
(　　　) (　　　)

６　級

計
(　　　) (　　　)

計
(　　　) (　　　)

7

2 28.6

３　級
(　　　) (　　　)

３　級
4 57.1

２　級
(　　　) (　　　)

２　級

５　級
(　　　) (　　　)

1

令和５年１月１日
現在

６　級
(　　　) (　　　)

14.3

４　級
(　　　) (　　　)

１　級
(　　　) (　　　)

１　級

大学卒 189,500 185,200

区　　　　分
事　　務　　職 技　能　労　務　職

級 職員数(人) 構成比（％） 級 職員数(人) 構成比（％）

区　分 事　務　職 技能労務職
一　般　会　計　の　制　度
行政職 技能労務職

高校卒 157,900 154,600

令和４年１月１日現在
平均給料月額 351,586 ―
平均給与月額 377,014 ―

平均年齢（歳） 47.00 ―

区　　　　　　　　分 事　務　職 技能労務職

令和５年１月１日現在
平均給料月額 353,257 ―
平均給与月額 376,114 ―

平均年齢（歳） 46.43 ―



　（級別の基準となる職務）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　エ　昇給

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％) 85.71 85.71

―　上水１３　―

　号級　(人)

6
６号級　(人)

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％) 100.00 100.00

前
年
度

職　 員　 数　    　(Ａ)　(人) 7 7

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人) 6 6

号 級 数 別 内 訳

２号級　(人)
４号級　(人) 6

８号級　(人)

　号級　(人)

7 7
６号級　(人)

本
年
度

職　 員　 数　    　(Ａ)　(人) 7 7

技　能　労　務　職

１　相当の
技能又は経
験を必要と
する自動車
運転手の職
務
２　相当の
技能又は経
験を必要と
する作業を
行う一般技
能職員の職
務
３　相当の
技能又は経
験を必要と
する電話交
換手の職務

１　自動車
運転手
２　一般技
能職員の職
務
３　電話交
換手の職務
４　困難な
業務を行う
用務員の職
務
５　相当の
経験を必要
とする調理
員等の職務

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人) 7 7

号 級 数 別 内 訳

２号級　(人)

４号級　(人)

８号級　(人)

行　　政　　職

１　参事
２　各事務
部局の特に
困難な業務
を行なう課
長の職務

各事務部局
の課長、主
幹の職務

各事務部局
の課長補佐
の職務

１　各事務
部局の係長
の職務
２　各事務
部局の特に
高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行な
う主査の職
務

各事務部局
の高度の知
識又は経験
を必要とす
る業務を行
なう主事の
職務

各事務部局
の定型的な
業務を行な
う主事の職
務

１　用務員
の職務
２　調理員
等の職務
３　事務見
習又は技術
見習等の職
務

区　　　　　　　分 合　　計 事　務　職 技能労務職

区　　　　分 ６　　　　級 ５　　　　級 ４　　　　級 ３　　　　級 ２　　　　級 １　　　　級



　　オ　特殊勤務手当

　　カ　期末手当・勤勉手当

　　キ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　ク　その他の手当

     ３  「(エ)昇給」の職員数欄には、再任用短時間勤務職員以外の職員数を記載すること。
     ４  「(カ)期末手当・勤勉手当」の（　）内には、再任用職員の標準的な支給率を記載すること。

通　勤　手　当 同

備考 １　「(ア)職員１人当たり給与」は、再任用短時間勤務職員以外の職員について作成すること。
     ２  「(ウ)級別職員数」の（　）内には、再任用短時間勤務職員について外書きすること。

―　上水１４　―

地　域　手　当 －

住　居　手　当 同

平成30年1月1日以降

区　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同

国の制度
(支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り3％を超えない範囲
内加算45％限度

備考

 支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り2％を超えない範囲
内加算20％限度

平成30年4月1日以降

区　　分
20年勤続の
者(月分)

25年勤続の
者(月分)

35年勤続の
者(月分)

最高限度
（月分）

そ の 他 の
加算措置等

国の制度
（　　　）

2.15
(       )

2.25
(       )

4.4
３級以上
5～20%加算

令和5年1月1日現在

昨　年　度
（　　　）

2.2
(       )

2.05
(       )

4.25
３級以上
5～15%加算

令和4年1月1日現在

本　年　度
（　　　）

2.125
(       )

2.225
(       )

4.35
３級以上
5～15%加算

令和5年1月1日現在

区　　分
支給期別支給率  支給率計

（月分）

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

備　　考
 　６月（月分）  １２月（月分）

支給対象職員１人当たり平均支給月額
1,111 1,111 ―

（円）

代表的な特殊勤務手当の名称 税務等業務手当

給料総額に対する比率（％） 0.27 0.27 ―

支給対象職員の比率（％）
（令和５年１月１日現在）

85.71 85.71 ―

区　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 事　務　職 技能労務職



２　会計年度任用職員

（１）　総括

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

（　　）

2 2

（　　）

（　　）

2 2

（　　）

0 3

（　　）

（　　）

0 3

（　　）

2 -1

（　　）

（　　）

2 △ 1

本年度 0 0 89 0 0 0 210

前年度 0 0 80 0 0 0 275

比　較 0 0 9 0 0 0 △ 65

本年度 120 2,260 0 0 0 827

前年度 120 1,555 0 0 0 1,088

比  較 0 705 0 0 0 △ 261

　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を

要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

（２）　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細
単位：千円

増減額 備考

0

0

5,154

0

0

△ 1,901

9

△ 65

期末手当 705

退職手当負担金 △ 261

―　上水１５　―

その他増減分 388

通勤手当

時間外勤務手当

職員手当 388

給与改定に伴う増減分 0

給　料 △ 1,901

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他増減分 △ 1,901

任用替え等に伴う増減

報　酬 5,154

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他増減分 5,154

任用替え等に伴う増

　備考　１　　

区分 増減事由別内訳 説　　　明

手当の
内　訳

区分 児童手当 期末手当 勤勉手当
寒冷地
手当

合計 5,154 △ 1,901 388 3,641 348

宿日直
手当

職員退職手当
負担金

手当の
内　訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手当

給料の特別
調整額

管理職員特別
勤務手当

時間外勤務
手当

13,080

比
　
較

損益勘定
支弁職員 5,154 △ 1,901 388 3,641 348 3,989

資本勘定
支弁職員

合計 0 7,940 3,118 11,058 2,022

前
年
度

3,989

13,080

資本勘定
支弁職員 0

14,699 2,370 17,069

損益勘定
支弁職員 0 7,940 3,118 11,058 2,022

単位：千円

区  分
職員数 給    与    費 法　定

福利費
合計

本
年
度

損益勘定
支弁職員 5,154 6,039 3,506 14,699

合計 5,154 6,039 3,506

2,370 17,069

資本勘定
支弁職員



千円 千円 千円 千円

１．固定資産

（１）有形固定資産

イ．土地 23,009

ロ．建物 35,210

　　減価償却費累計額 △ 30,203 5,007

ハ．構築物 6,097,369

　　減価償却費累計額 △ 3,743,374 2,353,996

ニ．機械及び装置 420,783

　　減価償却費累計額 △ 333,703 87,080

ホ．車輌運搬具　 8,951

　　減価償却費累計額 △ 7,315 1,636

ヘ．工具器具及び備品 13,411

　　減価償却費累計額 △ 12,160 1,250

ト．その他有形固定資産 0

　　減価償却費累計額 0 0

チ．建設仮勘定 90,672

有形固定資産合計 2,562,650

固定資産合計 2,562,650

２．流動資産

　
（１）現金預金 552,684

（２）未収金 32,445  

　　 貸倒引当金 △ 2,945 29,500

  

（３）貯蔵品 11,366

  

流動資産合計 593,550

 

資産合計 3,156,200

－上水１６－

　　　　　令和５年度　　猪苗代町水道事業会計予定貸借対照表
（当年度）

令和６年３月３１日

資 産 の 部資 産 の 部資 産 の 部資 産 の 部



千円 千円 千円 千円

３．固定負債

　 (1)企業債

 イ．企業債 235,823

企業債合計 235,823

固定負債合計 235,823

４．流動負債

　 (1)企業債

イ．企業債 44,548

企業債合計 44,548

　 (2)未払金

イ．営業未払金 10,268

ロ．営業外未払金 0

ハ．その他未払金 0

未払金合計 10,268

(3)その他流動負債

イ．諸預り金 6,008

その他流動負債合計 6,008

(5)引当金

イ．引当金 5,030

引当金合計 5,030

流動負債合計 65,854

５．繰延収益 　
　 (1)長期前受金 1,603,888

(2)長期前受金収益化累計額 △ 1,061,639

繰延収益合計 542,249
負債合計 843,926

資 本 の 部資 本 の 部資 本 の 部資 本 の 部
千円 千円 千円 千円

６．資本金 1,485,982

７．剰余金

　 （１）資本剰余金

　 イ．受贈財産評価額 1,387

ロ．寄附金 0

ハ．工事負担金 1,927

ニ．補助金 4,559

ホ．他会計負担金 16,542

　　及び補助金

資本剰余金合計 24,415

（２）利益剰余金
イ．減債積立金 245,000
ロ．建設改良積立金 215,180
ハ．利益積立金 290,000
ニ．当年度未処分利益剰余金 51,697

利益剰余金合計 801,877
剰余金合計 826,292
資本合計 2,312,274
負債資本合計 3,156,200

－上水１７－

負 債 の 部負 債 の 部負 債 の 部負 債 の 部



Ⅰ　重要な会計方針
　1　資産の評価基準及び評価方法

　　貯蔵品　　先入先出法による原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の
　　　　　  低下に基づく簿価切下げの方法により算定。）

　2　固定資産の減価償却の方法
　   (1)有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物　　　　　　　８～５０年
　　　　　　構築物　　　　　１０～６０年
　　　　　　機械及び装置　　　６～２０年
　　　　　　車輌運搬具　　　　　４～６年
　　　　　　工具器具及び備品　３～１５年
　　　　　　その他有形固定資産　　　８年
　   (2)リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借処理に係る
　　方法に準じた会計処理によっている。

　3 引当金の計上方法
　   (1)退職給付引当金

　　　職員の退職手当は、一般会計がその全部（毎事業年度支払う一定の負担金を除
　　き）を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上しない。

　   (2)賞与引当金及びその他引当金
　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、
　　　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から
　　　３月までの４か月分）を計上している。
　   (3)貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額
　　　を計上している。
　4 消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　
　　該当事項なし

Ⅲ予定貸借対照表等関連
　１　企業債の償還に係る一般会計の負担
　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内
　　に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は６，３
　　６０千円である。
　２　引当金の取崩し
　　　(1)賞与引当金及びその他引当金の取崩し
　　　　 令和５年６月支給時において、職員の期末・勤勉手当及びこれに係る法定福
　　　 利費として７，５４３千円を支給すると見込まれるため、賞与引当金３，９４
　     ３千円及びその他引当金７９２千円を取り崩すものである。
　　
Ⅳセグメント情報の開示

１　報告セグメントの概要
　　猪苗代町水道事業では、事業にて運営方針の決定を行っており、単一セグメント
　のためセグメント情報の注記を省略する。

注記

　　－上水１８－



Ⅴ減損損失
　

　　該当事項なし
　

Ⅵリース契約により使用する固定資産
1　リース取引の処理方法
　 リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の
 売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
 　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の
 賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　2　リース会計に係る特例措置
　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
　 法に準じた会計処理によっている。

3　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リ
　ース料相当額
　　１年内　　　　　　２，９１２千円
　　１年超　　　　　　１，６８０千円
　　　計　　　　　　　４，５９２千円

　
Ⅶ重要な後発事象

　
　　該当事項なし
　　
Ⅷその他

　該当事項なし

　

　
　

　

　

　

　　－上水１９－

　

　



(単位：千円）

１．営業収益

（１）給水収益 260,275

（２）受託工事収益 893

（３）その他の営業収益 18,368 279,536

２．営業費用

（１）原水及び配水費 99,851

（２）受託工事費 0

（３）総係費 60,147

（４）減価償却費 137,628

（５）資産減耗費 3,000

（６）消火栓維持管理費 1,802

（７）その他営業費用 10 302,438

営業損失 22,902

３．営業外収益

（１）受取利息及び配当金 29

（２）雑収益 41

（３）他会計補助金 1,913

（４）長期前受金戻入 30,461 32,444

４．営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 6,364

（２）雑支出 0 6,364 26,080

経常利益 3,178

５．特別利益

（１）特別利益 0  

（２）過年度損益修正益 9,920 9,920  

６．特別損失

（１）過年度損益修正損 9,468 9,468 452

当年度純利益 3,630

前年度繰越利益剰余金 785

当年度末処分利益剰余金 4,415

令和４年度　猪苗代町水道事業予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

　　－上水２０－



　　－上水２１－



千円 千円 千円 千円

１．固定資産

（１）有形固定資産

イ．土地 23,009

ロ．建物 35,210

　　減価償却費累計額 △ 29,614 5,596

ハ．構築物 5,898,017

　　減価償却費累計額 △ 3,624,708 2,273,309

ニ．機械及び装置 418,056

　　減価償却費累計額 △ 325,274 92,782

ホ．車輌運搬具　 8,951

　　減価償却費累計額 △ 6,811 2,140

ヘ．工具器具及び備品 13,411

　　減価償却費累計額 △ 12,002 1,409

ト．その他有形固定資産 0

　　減価償却費累計額 0 0

チ．建設仮勘定 98,182

有形固定資産合計 2,496,427

固定資産合計 2,496,427

２．流動資産
　

（１）現金預金 635,157

（２）未収金 28,940  

　　 貸倒引当金 △ 2,945 25,995

  

（３）貯蔵品 9,649

  

（４）前払金 12,100

 

流動資産合計 682,901

 

３．繰延資産 0

　  

資産合計 3,179,328

　　　　　令和４年度　　猪苗代町水道事業会計予定貸借対照表
（前年度）

令和５年３月３１日

資産の部資産の部資産の部資産の部

－上水２２－



千円 千円 千円 千円

４．固定負債

　 (1)企業債

 イ．企業債 240,371

企業債合計 240,371

固定負債合計 240,371

５．流動負債

　 (1)企業債

イ．企業債 46,869

企業債合計 46,869

　 (2)未払金

イ．営業未払金 7,901

ロ．営業外未払金 7,096

ハ．その他未払金 0

未払金合計 14,997

(3)その他流動負債

イ．諸預り金 6,008

その他流動負債合計 6,008

(4)引当金

イ．引当金 4,735

引当金合計 4,735

流動負債合計 72,609

６．繰延収益 　
　 (1)長期前受金 1,592,294

(2)収益化累計額 △ 1,033,398

繰延収益合計 558,896
負債合計 871,876

資本の部資本の部資本の部資本の部
千円 千円 千円 千円

７．資本金 1,479,622

８．剰余金

　 （１）資本剰余金

　 イ．受贈財産評価額 1,387

ロ．寄附金

ハ．工事負担金 1,927

ニ．補助金 4,559

ホ．他会計負担金 16,542

　　及び補助金

資本剰余金合計 24,415

（２）利益剰余金

イ．減債積立金 245,000

ロ．建設改良積立金 264,000

ハ．利益積立金 290,000

ニ．当年度未処分利益剰余金 4,415
利益剰余金合計 803,415
剰余金合計 827,830
資本合計 2,307,452
負債資本合計 3,179,328

－上水２３－

負債の部負債の部負債の部負債の部



－上水２４－



参　　　　　考　　　　　資　　　　　料

－上水２５－



（単位：千円）
款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

357,925
1.営業収益 327,839

1.給水収益 304,345
1.水道料金 304,345 基本料金     110,348

 口径 13㎜   4,958件
　　　20㎜　　 363件
　　　25㎜　　　57件
　　　30㎜　　　35件
　　　40㎜　　　42件
　　　50㎜　　　32件
　　　75㎜　　　 3件
水量料金
　1,684千㌧  193,997

4,350
4,350 配水管等破損修理工事

収益　　　 　    110
新北町地内水道管布設
替工事収益     4,240

19,144
10 材料売却収益      10

2.手数料 527 指定業者登録手数料
　　15件　　　 　150
材料検査手数料　
　　50件　　　 　300
開閉栓手数料
　　70件　　　　　77

3,849 消火栓維持管理費負担
金　　　　 　　3,046
消火栓演習放水負担金
　　　　　　　　 803

13,846 公共下水道事業負担金
              11,864
特定環境保全下水道事
業負担金         586
農業集落排水事業負担
金             1,396

5.補償費 10 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ検査等損害賠
償金              10

6.雑収益 902 加入金           902
2.営業外収益 30,086

19    
1.預金利息 19 預金利息          19

2.雑収益 30    
10 不用品売却益      10

  
20 雑収益            20

1,797    
1,797 統合前の簡易水道企業

債支払利子　 　  837
児童手当繰入金   960

28,240    
28,240 長期前受金戻入28,240

 

令和５年度　猪苗代町水道事業会計実施計画内訳書
（収益的収入）

1.水道事業収
益

2.受託工事収
益

4.長期前受金
戻入 1.長期前受金

戻入

3.一般会計負
担金

4.他会計負担
金

1.受取利息及
び配当金

1.不用品売却
収益

2.その他の雑
収益

3.他会計負担
金

1.他会計負担
金

―上水２６―

1.給水工事収
益

3.その他営業
収益 1.材料売却収

益



（収益的支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

348,392

1.営業費用 333,986

131,651

1.報酬 5,154 会計年度任用職員

2名　　　　　　5,154

2.給料 18,057

　1.職員 12,018 給料　　3名   12,018

6,039 給料　　2名    6,039

3.手当等 10,864

　1.職員 158 通勤手当         158

　（課税）

　2.職員 7,200 扶養手当         438

(不課税） 時間外勤務手当 1,150

児童手当    　   420

期末手当　     1,806

勤勉手当       1,562

寒冷地手当       177

退職手当負担金 1,647

89 通勤手当          89

　（課税）

3,417 時間外勤務手当   210

期末手当　     2,260

（不課税） 退職手当負担金   827

児童手当　　　　 120
5.法定福利費 5,962

　1.職員 3,592 職員共済組合負担金

　　　　　　　 3,562

公務災害補償基金

負担金　　　　 　 30
2,370 共済組合負担金 2,286

雇用保険料　　　　84

6.旅費 17 職員普通旅費　　　17

8.被服費 234 作業服等　　　　 234

9.備消耗品費 4,947 残留塩素測定試薬 189

維持管理消耗品 1,126

滅菌器用消耗品   500

プリンタトナー 　207

量水器660個　　2,425 

施設表示看板　   500

10.燃料費 20 作業機械等燃料費  20

12.光熱水費 1,251 配水池等電気料 1,251

13.通信運搬費 417 テレメーター等回線使

用料　　　　     237

携帯電話使用料   180

14.手数料 15,791 水質検査手数料 

                15,791

15.委託料 15,992 毎日残留塩素検査委託

外11件 　

              15,992

　2.会計年度
　任用職員

1.水道事業費
用

　2.会計年度
　任用職員

　3.会計年度
　任用職員

　4.会計年度
　任用職員

1.原水及び配
水費

―上水２７―



（収益的支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

16.賃借料 1,084

　1.賃借料 755 設計積算システム賃借

（課税） 料 外1件　    　 755

　2.賃借料 329 水源地等土地賃借料

（非課税）  16件　   　　 　297

ＪＲ用地賃借料　　

　7件　　　　　 　32

17.使用料 1,251

　2.使用料 1,251 水源水利使用料

（非課税）  10件　　 　 　1,251

18.修繕費 14,597 配水管漏水修理

外8件         14,597

22.路面復旧費 8,000 漏水箇所舗装本復旧

               8,000

23.動力費 11,500 水源地等取水ポンプ電

気動力料 　 　11,500

24.薬品費 3,076 次亜塩素酸ナトリウム

 900缶　  　 　2,911

ＰＨ調整剤（希硫酸）

　50缶　　　　   165

25.材料費 3,310 漏水修理用資材 1,100

維持管理用資材 1,100

修理用棚卸資材　 500

滅菌器用資材　 　500

路面補修用砕石 　110

26.工事請負費 8,041 給水管廃止工事

外4件          8,041

27.会費負担金 15

　1.会費負担 15 作業講習会受講料　15

金（課税）

100 補償費 　　　　　100

1,649 賞与引当金     1,649

322 法定福利共済分

引当金           322

2.受託工事費 170

16.賃借料 30

　1.賃借料 30 重機借上料　　　　30

（課税）

25.材料費 30 修理用資材　　　　30

26.工事請負費 110 給水管布設工事　 110

3.総係費 66,455

1.報酬 109 水道委員報酬　　 109

2.給料 17,722 職員　4名     17,722

3.手当等 9,978

　1.手当等 227 通勤手当         227

　（課税）

28.補償補てん
及び賠償金

31.賞与引当金
繰入額

32.その他引当
金繰入額

―上水２８―



（収益的支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

　2.手当等 9,751 扶養手当         438

(不課税） 管理職手当　　　 516

特殊勤務手当      80

管理職特勤手当    60

時間外勤務手当   500

児童手当　       420

期末手当　     2,690

勤勉手当       2,353

寒冷地手当       266

退職手当負担金 2,428
5.法定福利費 5,371 職員共済組合負担金

　　　　　　　 5,325

公務災害補償基金  

負担金　　　　　　46

6.旅費 26 水道委員費用弁償　14

職員普通旅費　　　12

7.報償費 42

　1.報償費 42 納税組合事務報償費

（不課税）                   42

9.備消耗品費 319 事務用品等　　　　73

書籍購入等　　　　62

公用車タイヤ　　 134

公用車消耗品　　　50

10.燃料費 982 公用車燃料5台　  982

11.印刷製本費 123 予算書・決算書 　 77

封筒　　　　　　  27

諸用紙　　　　　  19

13.通信運搬費 4,568 郵便料　　　　 4,568

14.手数料 1,373 銀行等口座振替手数料

　　　　　　　　 489

コンビニ収納手数料

　　　　　　　　 858

車検申請手数料4台 26

15.委託料 14,668 納入通知書等作成業務

外4件         14,668

16.賃借料 3,540

　1.賃借料 3,540 上下水道料金システム

（課税） 機器リース料   3,540

17.使用料 27 コンシェルジュデスク

（課税） Ｗｅｂ使用料　 　 27

18.修繕費 695 公用車車検及び点検

整備　  　　　　 695

20.食糧費 11 お茶代　　　　　　11

21.保険料 678 水道賠償保険料   188

検針員傷害保険料  65

公用車保険料　   120

公用車自賠責　    73

水道機械設備損害保険

料　　　　　　　 232

27.会費負担金 178

　1.会費負担 25 事務講習会負担金  25

　金（課税）

　2.会費負担 153 福島県水道協会会費 3

　金（不課税） 日本水道協会会費 150

30.公課費 41 公用車重量税3台   41

―上水２９―



（収益的支出） （単位：千円）

款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

2,469 賞与引当金     2,469

590 法定福利共済分

引当金           590

2,945 不納欠損分

引当金         2,945

4.減価償却費 130,144

130,144 建物減価償却費   590

構築物減価償却費

　　　　 　　119,979

機械及び装置減価

償却費　　　　 8,912

車輌運搬具減価

償却費　　　 　  505

工具器具及び備品減価

償却費　　　　 　158

5.資産減耗費 3,010

3,000 固定資産除却費 3,000

10 棚卸資産減耗費    10

2,546

18.修繕費 300 消火栓修繕       300

25.材料費 1,146 消火栓　　     1,146 

26.工事請負費 1,100 消火栓移設工事 1,100

10

10 材料売却原価      10

2.営業外費用 10,406

5,396

37.企業債利息 5,395 財務省資金運用部

  　　　       3,904

地方公共団体金融機構

               1,491

38.借入金利息 1 一時借入金利息　 　1

2.雑支出 10

10 不用品売却原価　　10

3.消費税 5,000

41.消費税 5,000 消費税及び地方消費税

　　　 　　 　 5,000

3.特別損失 1,000

1,000

1,000 過年度漏水減免還付等

               1,000
4.予備費 3,000

1.予備費 3,000
99.予備費 3,000 予備費         3,000
　 　 　

34.棚卸資産減
耗費

31.賞与引当金
繰入額

32.その他引当
金繰入額

34.貸倒引当金
繰入額

31.有形固定資
産減価償却費

33.固定資産除
却費

―上水３０―

6.消火栓維持
管理費

7.その他営業
費用 35.材料売却原

価

1.支払利息及
び企業債取扱
諸費

1.不用品売却
原価

1.過年度損益
修正損 42.過年度損益

修正損



（資本的収入） （単位：千円）
款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

1.資本的収入 57,953
1.負担金 17,953

1.工事負担金 8,250
1.工事負担金 8,250 配水管布設替工事分

(消火栓更新分) 7,600
下水道管補修工事に伴
う補償金　　　　 650

2.開発負担金 3,343
1.開発負担金 3,343 水道水源開発負担金

　　　　　　 　3,343
6,360

6,360 統合前の簡易水道企業
債償還繰入金   6,360

2.企業債 40,000
1.企業債 40,000

1.水道事業債 40,000 水道事業債
　　　　　　　40,000

（資本的支出） （単位：千円）
款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

1.資本的支出 231,670
1.建設改良費 184,800

3,000
3,000 翁島配水池無停電電源

装置更新工事　 3,000
181,800 15.委託料 22,000 配水管布設替測量設計

業務委託　3件 22,000
26.工事請負費 159,800 配水管布設替工事

外11件  　　 159,800
46,870
46,870

48.償還金 46,870 財務省資金運用部
　　　　　　　31,425
地方公共団体金融機構
              15,445
 

2.企業債償還
金 1.企業債償還

金

―上水３１―

3.他会計負担
金 2.他会計出資

金

1.固定資産購
入費 46.機械及び装

置費

2.配水施設改
良費


